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現代インフレの構造的分析*

-戦後日本経済に関する実証分析-

恰　　4<　　　　　)<

I.は　じ　め　に

日本経済は戦後埼ざましい経済成長をとげたが,とくに昭和30年代後半

の高度成長は顕著である.この高度成長は,政府のとった高度成長政策を

反映して,民間設備投資が活発化したことによって生じた製品需要の増大

によってもたらされたものである.この過程で労働需要が増大し,昭和40

年代にはそれまでの労働力過剰型経済から労働力不足型経済への移行がみ

られることになった.

こうした昭和30年代後半から始まったと思われる生産物市場および労働

市場の構造変化に対応して,生産物価格・賃金の琴動パターンにも変貌が

みられる.まず物価面では,消費者物価が昭和35年以降急速に上昇を続け

ていることが注目される.卸売物価は,総合指数でみるとき比較的安定的

に推移しているとはいえ,部門別指数でみるとき,それぞれの指数は異な

った変動/くタ-ソを示している.すなわち生産性上昇率の高い製造業部門

では,卸売物価指数がほぼ不変に推移しているのに対し,生産性上昇率の

低い農林水産業やサービス業部門では,昭和i5年以降急速な増加を示して

いる.つぎに資金の動きに目を移すとき,昭和35年以降の労働.需要の増大

に対応して,各産業・部門での賃金上昇の加速化懐向が注目される.とく

に生産性上昇の遅い部門でこの傾向が顕著である.このように昭和35年以
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降において,物価・貸金の変動パターンに変化がみられるが,その変化の

形態は部門別にみるときさまざまである.これは,それぞれの部門が経済

全蕗の一般的変化とは異なった構造的特性を有しているためと思われる.

南・小野両氏は,こうした各生産部門の構造的特性を把握しうるような
l 、

インフレ・モデルを開発された.もとより,従来のわが国のインフレ問題

に関する論議でも,生産性上昇率格差インフレ論にみられるように,構造

的視角を明示した分析がないではない.しかしそれらでは,生産物市場と

身働市場の構造変化を十分に考慮しうるモデル分析ではなかったように思

われる.南・小野モデルは,こうした構造変化にともなう物価・賃金の変

動バク-ソの変化をも追跡しうるという点で画期的労作であり,この研究

分野に与えた貢献は高く評価しなければならない.

本稿は,日本経済のインフレ問題に対する構造的接近法の有用性を明ら

かにす`るために,南・小野モデルを基本的に援用しながら,このモデルの

部門分類,貸金・価格変化率の決定方程式などいくつかの点を修正したモ

デルを撞示する。そしてこの修正したモデルを用いて,戦後日本経済の物

価上昇機構を明らかにするとともに,高度成長が物価・貸金の変動過程に
2〕

いかなる影響を与えたかを実証的に分析する.

われわれは,こうしたインフレ分析を「インフレの構造的分析」と呼ぶ.

1) Cf. [1] R. Minami arid A. Ono, "Price Changes in a Dual Economy: An

Empirical Model for the Postwar Japan," Discussion Paper No. 40, Kyoto

Institute of Economic Research, Kyoto University, 1971, 〔 2 〕南亮進・小野旭「

二重構造下の物価変動」, 『季刊理論経済学』 1971年8乱　および〔3〕南亮進・小

野旭r「物価,賃金,労働力需給の決定メカニズムの分析と,その.巨視的モデル-の

応用一物価上昇機構の構造的接近-」,日本銀行統計局解析係1971年9月. 〔3〕

ほ〔1〕, 〔2〕の改良モデルとなっているので,以下南・小野モデルというとき,

〔3〕で採用されたモデルをさす.

2)本稿のモデルは,拙稿「日本経済の物価・賃金上昇の構造的分析一南・小野モデ

ル-のコメントー」, 『一橋論叢』,昭和47年8月号で提示したモデルと同様である・

本稿では,前稿において問題点として残されていた製造業の分類基準を修正してえ

られた推計結果にもとづく分析を試みるとともに,前稿で十分に展開しえなかった

誘導型方程式体系による分析結果をも付加した・
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「構造的」という語を用いたのは,古典的なイソフレ分析におけるマクロ

的視点だけでなく,今日の全敗的なイソフレの解明にとって不可欠な産業

別・部門別視点を導入し,さらに労働市場や生産物市場の構造変化を重視

することを強調するためである.

I.モデルとその経済的意味

南・小野モデルでは,近代部門と非近代部門の二部門分割モデルとして

構成するた釧こ,製造業を中小企業と大企業に分割したのち,前者の中小

企業を低生産性上昇率部門の農林水産業と一括して非近代部門とされてい

るが,これでは両部門のそれぞれに特有な事情が不明確にされるように思

われる.そこでわれわれは,これら両部門に固有の事情を考慮しうるよう

に分離して考えることにする.また第三次産業の取扱いに関して,南・小

野モデルでは,この部門が運輸・通信・公益のような近代部門と,卸売・

小売・サービスのような非近代部門を含んでいるが,デ-タの制約がある

という理由により部門分割が行なわれていない.しかしわれわれは,消費

者物価の上昇原因を考えるさいに重要と思われる第三次産業の非近代部門

3)である商業・サ-どろ業の分析が可能となるようむと留意することにつとめ

た.したがってわれわれは,鹿林水産業,製造業の中小企業,製造業の大

企業,商業・サービス業の四部門からなるつぎのようなモデルを考える・

賃金変化率の決定方程式

(1)ゐ-ォ+α1V+α2血1,-1+α3血2′,-i+aiw2,--1+α5Pc,-i+ei

(2)ゐ2-β。+β1u+β2血,-1+β3血2′,-1+β4血3,-1

+β5(#2+92>+β蝣,Pc,-i+e2

(3)血2′-β。′+β1′V+β2′wl,-1+β3′W2,-l+β4′H>3,-1

+β5′血2+β61(カ2′+42′)+β7′Pc.-i+e*

(4}血3-γ0+γ1V+γ2血-1+1,-1γ3*2,-1+7*4*2′,-1

+γ5血2+γ.Pc-i+e*

3)われわれは,卸売・小売・金融・保険・不動産業等をまとめて,商業・サービス

業と呼ぶことにする.
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価格変化率の決定方程式

(5)カl-ォ。+ォl/+^C卓:+p2′)+ォs(血1-tfxj+es

(6)少,-s。+elg+s2(.pi+≠2′+≠O+esCゐ2-g2)+e6

(7)i?2′-Co′+el′g+s2′(Pl+Pi+P*d+S*′(ゐ2′-42′)+e7

(8)卓-X。+Xlh+ス2(血3-<Z3)+e8

卸売物価指数変化率の決定方程式

(白')Pw-&o+MIPl+M2p2+Mj卓2′+e9

消費者物価指数変化率の決定方程式

p,-v。+yii>i+リ2p2+リip2′+リ4卓+ero

ここに記号はつぎのとおりである.Wは貨幣賃金率,Pは価格指数,Pm

ほ輸入原材料価格指数,Pwは総合卸売物価指数,Pcは総合消費者物価指

数である.またqは労働平均生産性であり,Vは殺到率,fは農林水産業

生産物需給ギャップ指数,射ま製造業需給ギャップ率,′hは商業・サ-ど

ス業部門-の関係支出である.¢は誤差項である.ドットのついた変数は,

4)その変数の指数的成長率を示す.下添字1,2,3は,それぞれ農林水産

莱,製造業,商業・サービス業を示す.そして製造業の変数のうち,プラ

イムのついているのは中小企業,ついていないのは大企業の変数である・

ゎれわれのモデルの内生変数は,れサ2,サ2′,血;,Pi,P2,Pz′,Pi.

pprw,」cの10個で,構造方程式が前述の10本の方程式体系で与えられてい

るから,体系はcompleteである.なお先決変数はV,f,g,h,4i,q2,

42′,93.Prr,の9個の外生変数と,サ1,-1∴W2.-1,血2′,-1,ゐi,-l,'Pc,-1と

いう5個の先決内生変数である.以下これらの諸変数の関係を規定するモ

デルの個々の方程式に盛られた経済的意味を説明する.

(A)賃金変化率の決定方程式

各部門の賃金変化率を決定する方程式には,まず労働市場の需給状態を

4)ある変数Eの年あたりの指数的成長率をiとし,その変数の前年の値を311と

すると,

土-logこr-log a:_i

と表わせる.
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反映する変数として,殺到率Vと他部門の前年の償金変化率を採用する.
5)

ここでVは経済全体の労働力に対する超過需要の代理変数であるが,これ

だけでは各部門の労働需給状態を適確につかむことは困難であろう.そこ

でつぎのような理由で他部門の前年の貸金変化率を加えた.すなわち他部

門の資金上昇は,他部門-の労働移動を刺激するか,あるいは自己部門-

の労働供給を減少させ,自己部門の労働需給に直接彪啓を与えるからであ
6)

る.ところで四部門の賃金変化率決定方程式のすべてにV・が入っているの

紘,部門別の殺到率がえられないからであるが,このことによって経済全

体の労働の超過需要にいずれの部門がより敏感に反応するかをみることが

可能になる.

また貸金の高位平準化懐向の存在を確かめるために,われわれは, (3),

(4)式の説明変数として血2を加えた。

さらに各部門の賃金変化率決定式に前年の消費者物価の上昇率が入って

いるのは,生計費の上昇から賃金が上昇する場合を考慮するためである.

とくに製造業の場合には, P..-1は労働組合の貸金交渉力の代理変数とみ

ることも可能である.すなわち消費者勿価の上昇率が高まれば高まるほど,

労働組合による賃金上昇圧力は強まると考えられるからである.

製造業の賃金変化率は,企業者の賃金支払能力にも依存していると考え

られる.この点を考慮するために, (2), (3)式では,各部門の労働の
7)

価値的生産性上昇率p2+<J2,卓2′+42′を.,説明変数として導入した.

5 )労働需給バランス指標には失業率と殺到率があるが,失業率の中に.現われる労働

需給量は事後的な値であるのに対し,殺到率ほ事前的な労働需給量である求人数と

求職者数から計算されているという違いがある.ところで貨幣賃金率が労働市場の

需給関係により変動するという場合の需給ギャップは事前的な需要量と供給量との

差である・したがって労働需給/ミランス指標として,事前的指標である殺到率を用

mm

6 )農林水産業,とくに農業部門は昭和35年頃まで過剰労働力をかかえていたから,

賃金の変化に関係なく,他部門に労働力を供給していたと考えられる.しかし日雇

労働者に対しては,ここでの議論は成立しよう.

7)たとえば,大企業部門の労働の物的生産性がq2であるから,労働の価値的生産

性はP2i2で表わされる・したがってその上昇率は、 (少2H-<72)で示される.
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すなわち労働の価値的生産性の上昇は企業者の賃金支払能力を増し,労働

組合の貸金交渉の対象になると考えられるからである.

以上の諸説明変数中,南・小野モデルとくらべ異なるのほ,ゐ2を新し

く加えたことである・これは,とくに春闘相場による貸金決定にみられる

ような労働需給とは無関係に決められる貸金の高位平準化憤向の影響を説

明するために採用した.

(a)価格変化率の決定方程式

まず農林水産業,製造業の卸売物価の変化率を決定する需要側の要因と

して,南・小野モデルでは実質粗国民支出が考えられているが,これでは

当該製品に対する部門別の需要変化の価格-の影響を十分にとらえること

は困難と思われるので,われわれは各部門の生産物需給状態をより直故に

反映する二つの需給ギャップ変数′, gをもってこれに代えた.大企業と

中小企業の方程式に同じgを入れたのはデータの制約によるものであるが,

大企業と中小企業ではどちらの価格が景気変動の影響をうけやすいかをみ

ることが可能になろう.

また幾林水産業,製造業の卸売物価の変化率は,両部門の経常投入物の

価格指数の変化率にも依存する-と考えられる.そこで(5)式において,

農林水産業における経常投入物の価格指数の変化率であるp2. ♪2′を説明

変数として加えた・簡単化のためにp2　とカ2′の/くラメ-クーは等しい

と仮定した. (6), (7)式のPi,Pi, ♪2′,九は,製造業における経常

投入物の価格指数の変化率であり,これらの変数の/くラメーターも簡単化

のために等しいと仮定した.

さらに両部門の卸売物価変化率は,単位労働費用の増加率にも依存する

と考えられる・寡占産業を含む製造業では,こうしたフル・コスト的な価

格形成は容認されよう・農林水産業の場合にも,戦後,政府のとった価格

政策がフル・コスト原則に近いものであったと考えられる.そこで(5),

(6), (7)式には,それぞれ各融門の単位労働費用の増加率血1-41,血2
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8)

-9i,血2 -q2′・が説明変数として入っている.

商業・サ-ビズ業では,生産哩上昇率が低いため,コスト上昇を価格に

転嫁させる傾向が掛、と考えられる.そこで(8)式では価格上昇を単位

・労働費用の増加率W3-q3に結びつけた・もとより経済成長にともなう所

得の増加が商業・サ-ビス業に対する需要を増大させ,そのことがコスト

上昇を価格に転嫁させることを可能にする.このことを考慮しうるように,

商琴・サ-ビス業部門-の関係支出の伸び率、左を(8)式の説明変数に加

ma

かくしてわれわれのモデルの価格変化率を決定する方程式は,説明変数

として,需要側の要因とコスト側の要因の双方を含むから,各部門の物価

上昇において需要側とコスト側のどち・らの要因がより強く作用したのか,

また両要因の各変数のいずれが強く働いたかを,十分に説明することがで

きようご

(C)卸売物価・消費者物価指数の変化率の決定方程式

卸売物価指数の説明変数として,農林水産業,製造業の価格指数を採用

した・商業・サービス業の価格指数は,他部門の価格指数とその性格を異

にしているので除いた・消費者物価指数の説明変数としては,卸売物価指

数の説明変数と商業・サ-ビス業の価格指数を用いた.

Ⅲ・データと主要指数の動向

モデルの推定に用いた諸変数の推移について簡単に述べよう.

第1図は,消費者物価Pc　と卸売物価Pwの推移を図示したものであ

る・景気変動との関係をみるために,景気の山と谷の時期をあわせかかげ

た・斜線部分は景気後退期を示す. Pwは景気循環による変動をともない

ながらも,全期間をならせばほぼ安定的に推移しているのに対し　Pcは

景気循環とをまあまり関係なく上昇債向にある・とくにPcは昭和35年以降

上昇傾向が顕著であり, PcとPwの帝離は拡大傾向にある.なお昭和39

8)貨幣賃金率をW,労働の物的生産性をqとするとき,単位痩働費用はW/qで表

わされる・したがって単位労働費用の増加率は, (也-A)で示される.
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第1図　卸売物価・消費者物価指数の推移

(昭和35年- 100)

,Pc
′

′

(注および資料)

Pw-総合卸売物価指数,日本銀行『物価指数年報』より・

Pc-全都市消費者物価指数.総理府統計局『消費者物価指数年報』より.

年から40年にかけての景気後退期に,`従来景気後退期には下落していた卸

売物価が逆に若干の上昇を示し,いわゆるスタグフレーションのきざしが

みえることは注目に値しよう.なお昭和箪年以降輸入インフレがからんで

きてイソフレの/くタ-ソは複雑になるが,われわれの目的は高度成長の前

後で物価・賃金変動パターンにいかなる構造変化があったかをみることで

あり,このため本稿では昭和43年以降の物価′・賃金の動向は取り扱わない.

したがって昭和29年から昭和42年までを観察期間とした・

第2図には,各部門の価格指数ならびに輸入原材料価格指数の推移が,
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第2国　各部門の価格指数および輸入原材料価格指数の推移

(昭和35年-100

(注および資料)

21 -農林水産業生産物卸売価格指数. El本銀行『物価指数年報』よりー

22 -大企業部門卸売価格指数.日本銀行『物価指数年報』の大企業性=業製品

卸売価格指数.

l′2-中小企業部門卸売価格指数.日本銀行『物価指数年報』の中小企業性工業

製品卸売価格指数.

93 -商業・サ-ビス業部門の価格指数.総理府統計局『消費者物価指数年報』

の全都市消費者物価指数の「雑費」指数.

♪m -輸入原材料価格指数.繊維原料,金属鉱その他原料,鉱物性燃料の加重平

均.東洋経済新報社『物価総覧』より.
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9)

景気循環との関係で措かれている・第1図で指摘したように卸売物価紘,

総合指数でみるとき安定的に推移しているが,産業別および部門別指数で

みるとかなり異なった動きを示す・すなわちPi.Psはともに,昭和27年

から29年の問に上昇し,昭和29年から35年の間では上昇率が鈍化し,それ

以降急激に上昇する・こうした動きはPcの推移ときわめて類似している.

これに対し, ♪2は全期間を通じて景気変動の波にのりながらゆるやかな

下落傾向をみせ, P2′ほ両者の車間的な推移を示している・なお昭和39年

から40年にかけての景気後退期に, P2は下落したのにP2′ほ上昇債向を

続けている・このように昭和30年代後半から価格の下方硬直性が顕著にな

っていることは注目に値しよう・以上四部門の価格指数の推移を要約する

と,つぎのようになろう.つまり生産性上昇率の低い部門の価格指数91,

92′, Pzは全期間を通じて上昇債向を示したのに対して,生産性上昇率の

高い部門の価格指数P2は全期間を通じて下落傾向にあった. PmはP2

と同様な推移を示している.

第2図から明らかなように,各部門の価格指数は,景気変動にかなり感

応的である.そこで景気変動指標として各部門の生産物需給バランス指標

を用い,それと価格指数との関連をみよう・第3図は,各部門の生産物需

給状態の推移を景気循環との関係で描いたものである・まず農林水産業の

生産物の需給ギャップ指標′ほ,昭和35年頃まで超過需要と超過供給とを

繰り返していたが,昭和35年以降41年までその値はずっと正であり,超過

需要の状態が続いている・こうした状況は, ♪ユの昭和35年以降の急激な

上昇・を現明する要因になっていると考えられる.製造業の需給ギャップ率

gは,その定義式から明らかなように常に正で,超過供給の指標となって

いる・しかLgの値の上昇または下落は,市場が現状より超過供給または

9)商業・サ-ビス業の価格指数としては,特殊分類による消費者物価指数のサービ

ス指数が望ましいと思われるが,モデルの観察期間に入っている昭和30年より前の

指数がえられないので,われわれは申分酎旨数の雑費指数を採用した・雑費項目と

して保健医療・理容衛生・交通通信・教育・文房具・教養娯楽・たばこが考えられ

ている・なお昭和30年以降,中分類の雑酎旨数は特殊分類のサービス指数と同様の

推移を示しているので,申分酎旨数によるわれわれの近似は許されよう.
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第3回　各部門の生産物需給バランス指標の推移

(注および資料)

f -桑林水産業生産物需給ギャップ指数

_家計消費支出増加率×食料費支出矧生昼±墜_ 1.
鼻林水産業生産指数増減率+ 100

家計消費支出は経済企画庁『国民所得統計年報』,食料費支出矧生値

は総理府統計局『家計調査年報』,農林水産業生産指数は農林省『農

林省統計表』による・

g-製造業需給ギャッ,プ率- (生産能か実生産額) ÷生産能力・経済企

画庁『経済白書』 (昭和44年版)より・

h=商業・サービス業関係支出,個人消費支出のうち雑費支出・経済企画

庁『国民所得統計年報』より・
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超過需要に近づくことと理解できよう・ gの動きが,景気の上昇・下降と

逆になっているのはそのためである.商業・サ-ビス業に対する関係支出

の増減率扇ま,全観察期間にわたって正となっている.こうしたサ-ビス

経済化の進展が, ♪3の一貫した上昇を説明しているように思われる.ち

っともkの大きさも昭和29年から31年までは下落償向にあり,昭和31年か

ら37年まで逆に上昇億向を示したが,それ以降はまた下落傾向にある.昭
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和6年から37年にかけての景気後退期にはkは上昇しているが,他の景気

後退期にはhは下落していることが注目される・

前述したように各部門の価格指数に下方硬直性がみられるようになった

一つの要因は,最近における賃金コストの上昇圧力によるものと考えられ

ち.その動向をみるた釧こ,各部門の賃金の動きを追ったのが第4図であ
m威

る.まず各部門の賃金指数の推移は,昭和35年を100とした場合の各年の

貴金指数を自然対数目盛を用いて措いたものである・農林水産業では家族

従業者と雇用者との区別がはっきりしないため,貸金指数を求めることが

困難である.そこで簡便法として農業日雇労働者の1人あたり年間賃金を

wlの代理変数として用いた・製造業の規模別賃金指数の推計にさいして

は, 500人以上の従業者からなる企業を大企業, 10-499人の従業者からな
11)

る企業を中小企業として計算した・

さて第4図の貸金指数の動きに注目しよう・昭和35年頃まで各部門の貸

金は同様の上昇傾向を示していたが,それ以降各部門の賃金上昇率にはか

なりの差異が生じている・すなわち生産性上昇の遅い部門の貸金wi, W2′,

10)南・小野両氏は,製造業の賃金指数を『工業統計表』 (通産省)から求められる

従業者1人あたりの現金給与額より算出されているが, 『工業統計表』の現金給与

額は常用労働者に対して支給された給与額であるから,賃金指数としては常用労働

者1人あたりの現金給与領から算出した方が適当と思われるので,われわれは後者

で入れ替えた賃金指数を作成した・

ll)南・小野モデルでは100人以上の従業者からなる企業を大企業10-99人の従

業者からなる企業を中小業とされているが,日本銀行の規模別卸売物価の推計方法

を吟味してみると,上述の分煩基準F。は問題がある・すなわち日銀の規模別卸売物

価の推計では,資本金が5,000万円以上か否かで大企業と中小企業と性分額し,昭

和39年の『工業統計表・企業編』を用いて,大企業の出癖額が当該品目の出荷額の

50%以上を占める虜合に,その品目を大企業性製品それ以外を中小企業性製品と

している.しかしこの方法に従うと,中小企業性製品の中に,出荷額が50%以下で

資本金が5,000万円以上の大企業の製品が含まれることになる・ところで中小企業

基本法等では,資本金5,000万円以下,従業者数300人以下が中小企業とされる・し

たがって,日銀の規模別卸売物価を使用するさいには・大企葉と中小企業との従莱

者数の境界線を300人より大きい数値にすべきと考えられる・そこでわれわれは,

『工業統計表』の規模分額を考膚して　500人を境界値として選んど.
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u)3の上昇率は,生産性上昇の速い部門の賃金W2の上昇率を顕著に上まわ

っている.このことはW2が全期間を通じてほぼ一定の上昇率を示してい

るのに対し> W¥,�"2′, W3が昭和35年以降上昇速度を早めていることに起

因する・したがって製造業の大企業と中小企業の賃金格差をwz/w2′でみ

るとき,その儀は昭和35年頃までほぼ水平に推移したのに対し,それ以降

下落債向にある・低生産性部門間の相対貸金の動きをみると,まザu'2′/

wlは昭和35年頃まで上昇傾向にあったが,それ以降下落慣向にある.普

たW3/W2′は,全期間にわた-ってほぼ水平に推移している.このように諸

部門間の賃金格差は,複雑な/くターンを示して推移している.こうした貸

金の動きがいかなる労働移動を誘発したかは興味がもたれる問題であろう.

第5図では,各部門の生産性の推移が措かれている.物的労働生産性指

数の推移iま,昭和35年を100にした各年の動きを自然対数目盛を用いて措

いたものである・高生産性部門と考えられる製造業の生産性が他部門の生

産性の上昇率を上まわっている.同じ製造業部門でも大企業と中小企業で

は生産性の推移に変化がみられる・　<?2/<72′でみると,大企業と中小企業

との生産性格差は,拡大・縮小をくりかえしているが全期間をならせば拡

大憤向にあり,歴然たる格差が存続している.

第6図は,各部門の単位労働費用の推移を図示したものである.第4,

5図で明らかになったように,生産性上昇率の高い部門で賃金上昇率が低

く,生産性上昇率の低い部門で賃金上昇率が高かった結見単位労働費用

は低生産性上昇率部門で高く,高生産性上昇率部門で低くなっている.大

企業部門の単位労働費用は全期間を通じてゆるやかながら低下債向忙ある

のに対して,農林水産業,商業・サ-ビス業の単位労働費用は昭和35年頃

まではぼ水平に推移して,それ以降急激な上昇傾向を示している.これは

昭和35年以降両部門の貨幣貸金が急激に上昇したことに起因している.農

林水産業の単位労働費用は昭和38年以降安定的な推移をみせているが,こ

れは第5図から明らかなようにqlの上昇によってu)1の上昇が吸収され

たことによるものである・.中小企業は`,桑林不産農商業・サービろ業の

低生産性上昇率部門と大企業のそれぞれの推移の中間的な動きを示してい
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第5図　各部門の生産性指数および生産性格差の推移

(昭和35年-100)

(注および資料)

ql -農林水産業部門物的生産性指数.農林水産業の市場価格表示の国内総生産

圃(経済企画庁『国民所得統計年報』)を農林水産業就業者数(総理府統計
局『労働力調査報告』)で除して, Flでデフレートしたものより算出.

q2 -大企業部門物的生産性指数.製造業の500人以上事業所の従業者1人あた

りの付加価値額(通産省『工業統計表』)をl2でデフレートしたものより
算出.

q′2-中小企業部門物的生産性指数.製造業の10-499人規模事業所の従業者1

人あたりの付加価値額(通産省『工業統計表』)をPJ2でデフレートしたも
の・より算出.

q3 -商業・サービス業部門物的生産埠指数・商業・サ-ビス業の市場価格表示
の国内総生産額(経済企画庁『国民所得統計年報』)を商業・サービス業就

業者数(総理府統計局『労働力調査報告』)で除して, P3でデフレートした
ものより算出,
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第6図　各部門の単位労働費用の推移

′へ、一一一-、、、-、　''

W:

l~~ 、-・一　　一・一*-"-** 'h

30年

(資料)第4, 5図に同じ.

る..すなわち中小企業の単位労働費用は,全期間を通じてほぼ安定的な推

移をみせている.これは中小企業の賃金上昇率が他の低生産性上昇率部門

と同じくらいに高かったのに対し,生産性の上昇率が他の生産性上昇の遅

い部門に比べてかなり高かったために, W2′の上昇をq2′の上昇である程

度吸収できた,ことによるものと思われる.

労働市場の需給バランス指標である殺到率Vの推移は,第7図のとおり

である.即は昭和28年から30年まで上昇傾向を示し,昭和30年から35年の

間七は下落債向を示したが,それ以降1.5の近傍に虚置し,あまり変化し

ていない.昭和35年以降低生産性上昇率部門の貸金上昇率が高まったこと

と考えあわせると,昭和35年頃を境として日本経済は労働力過剰塑経済か

ら労働力不足型経済に移行を始めたものと考えられる,
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第7図　殺　到　率　の　推　移

(注および資料)

V -殺到率-有効求職者数÷有効求人数.労働省『戦後労働経済史』および

『労働自書』より.

Ⅳ.モデルの推定結果と解釈

本節では,第I節で提示したモデルの推定を行ない,その結果を検討す

る.

第1, 2, 3表はそれぞれ,賃金変化率の決定方程式(1)-(4),価

格変化率の決定方程式(5)-(8),卸売物価・消費者物価指数の変化率

の決定方程武(9), (10)に単純最小二乗法を適用してえられたパラメー

タ-の推定結果である.推定にさいしては,昭和29年から42年までの年次

デ-タを採用した.なお表中▲印はマイナスを示す.豆は自由度修正済み

の重相関係数であり,括弧内の数値はパラメーターのIvalueである.普

た推定式の番号のうち(1-A)というようにAのついているものは,原

モデルの推定結果である.もし原モデルのパラメータ-の推定値のうち,

符号条件を満たさないものや, ～-valueが低く通常の有意水準にないもの

がある場合には,その説明変数を順次除いて推計した.たとえば(2-

A)は(2)式の推定結果であるが,血1,_1,血2′,_1の係数は符号条件を
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満たしていない.そこでこれらの説明変数を除いて推計したのが(2-

B)である. (2-B)では,血3,_1の係数の符号条件が満たされている

とはいえ,そのIvalueが低いので,これを除いて推計し直したのが(2

-C)で.oる.

まず第1表の推定結果についてみよう. (1-C),(2-C),(3-C),

(4-D)の採用式からつぎのことがわかる.

第-に,各部門の貨幣賃金率はすべて労働市場の需給バランス指標とし

ての殺到率Uに依存しているということである.とくに高生産性上昇率部

門である大企業の賃金のγに対する反応係数が低く,低生産性上昇率部門

である農林水産業,中小企業,商業・サービス業の賃金のγに対する反応

係数がかなり高いことは注目に値する.これは労働市場が超過需要の状態

にあるとき,大企業は人手を集めやすいのに対して,その他の部門ではそ

れが困難であるという事情に対応していると考えられる.また大企業は人

手不足の状態にあっても生産性の上昇によってそれをカバ-できるのに対

して,その他の部門ではそれもむずかしいという事情を反映しているもの

と思藷っれる.

第二に,部門間の労働移動の賃金-の影響についてみよう.製造業へは

他部門からの労働移動が常にみられると考えられるが,推定結果からみる

かぎり,大企業の賃金上昇率は他部門の賃金上昇率と独立になっており,

他部門からの労働移動によって影響を受けていない.大企業の場合,終身

雇用制が定着し,年功序列型の賃金体系が確立しているために,労働力需

給関係による賃金変動が少ないものと思われる.近時,終身雇用制・年功

序列制はゆらぎつつあるとはいえ,観察期間にかんするかぎり,この立言

が可能である.しかし中小企業の場合には,影響力が小さいとはいえ,

ゐ2′は血1,-1に依存している.すなわち中小企業の貨金上昇は,農林水

産業からの労働流入によって影響をうけていることがわかる.また中小企

業の貸金上昇率は,蔑林水産業,商業・サービス業の賃金上昇率に影響を

与えている.この間ゐ事情はつぎのように理解できよう.まず中小企業で

貸金上昇があると,魚林水産業の日雇労働者は中小企業へ誘引されるため
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に,蔑林水産業ではそれをくいとめる、ためにWlの上昇を迫られることに

なる.またW2′の上昇により,中小企業から商業・サ-ビス業への流入が

減少し,商業・サ-ビス業で人手不足になり, W3が上昇するというわけ

である.

第三に,低生産性上昇率部門の貸金上昇率の高生産性上昇率部門のそれ

-の高位平準化債向は,中小企業部門でみられた.すなわちゐ2′は,ゐ2

に依存していることが.わかった.ただし血2の係数のIvalueは低く,過

常の有意水準にないので信頼性の点で問題がある.しかしiu2の係数は符

号条件を満たしているのゼ,沈,2′の説明変数としてあえてゐ2を残した.

第四に,製造業の賃金は,大企業,ヰ小企業のいずれでも,企業者の支

払能力をこ依存している.すなわち両部門とも企業者の支払能力の代理変数

である労働の価値的生産性上昇率によって,賃金上昇率は影響をうけてい

る.しかし賃金上昇率の労働の価値的生産性上昇率に対する反応係数は,

大企業より中小企業の方が大きい,このことは企業者が労働力確保の観点

から,労働の価値的生産性の上昇による成果を,大企業以上に労働者に帰

属させていることの反映かもしれない.

第五に,労働組合の賃金交渉力の代理変数として用いた　P..-1の賃金

上昇率-の影響は,大企業部門において有意な結果がえられた.その他の

部門の反応係数はすべて有意でなかった.これは中小企業に関しては,こ

の部門の労働組合より大企業で組織されている労働組合の方が賃金交渉力

をもっていることの反映と思われる.農林水産業,商業・サ-ビス業では,

労働組合は束阻織と考えられるから当然の結果といえよう.

つぎに第~2表の推定結果についてみよう. (5-A)は(5)式の推定

結果であるが, ′の係数の符号条件が満たされていない.そこでこれを除

いて推計したのが(5-B)である　(5-B)は係数の符号条件をすべ

て満たしているが,各係数のIvalueは(5-A)に比べて下落し,また

墓相関係数も悪くなっている.鼻林水産業は一般に需給関係が価格変動を

大きく左右している部門と考えられるので,需給/ミラソス指標として適当
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12)

なものを見出すことが急務と考えられる.われわれは不満足であるが,

(5-B)式を♪1の決定方程式として採用する.他部門の価格変化率の

決定式は　(6-B), (7-A), (8-A)である.これらの採用式か

ら,結果的につぎのことがいえる.

まず第一に,中小企業,商業・サ-ビス業では,価格が需給変動ととも

に動いていることを確認できた.大企業に関しては,中小企業と同じ需給

ギャップ率gを価格変化率の説明変数としたわけであるが, gの係数が有

意でないということは注目に値す畠.すなわち大企業部門において価格変

化率の説明変数として需給指標が有効でないということは,この部門でフ

ル・占スト的ないしは管理価格的な価格形成が行なわれているということ
13)

を意味することになるからである.

第二に,各部門の価格変化率の経常投入価格の変化率-の依存関係は,

農林水産業,製造業のすべての部門で検出された.すなわちこれらの部門

では原材料コスト圧力が存在しているといえよノう.

第三に,各部門の価格変化率の単位労働費用の上昇率-の依存は,全部

門で検出された.したがってすべての部門.におい、て賃金コスト圧力が存在

していることがわかった.

最後に,第3表の推定結果についてみよう. (9-A), (10-C)が

p p　の決定方程式の採用式である. Pwの説明変数のうち,高生産性上

昇率部門である大企業の価格変化率j・2の反応係数が最も大きく,低生産

性上昇率部門である桑林水産業,中小企業のそれぞれの価格変化率pi. P2′

12) /は食料費支出弾性値を用いて計算したが,生鮮食料品に対する支出弾性値を使

用してfに疑似の指薮を作り,それを生鮮食料品の価格指数に対応させるとき,良

好な相関関係がえられたことを付記しておく・

13)南・小野モデルと同様に, 100人以上の従業者からなる企業を大企業とした場合,

大企業部門の価格変化率の説明変数として需給指標は有意であるという計測結果が

えられた(cf.拙稿「日本経済の物価・賃金上昇の構造的分析-南・小野モデル-

のコメントー」, 『一橋論叢』,昭和47年8月号).このことから,製造業においては,

規模が大きい企業はどフル・コスト的ないしは管理価格的な価格形成が行なわれて

いるのではないかと判断される.
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第3表　卸売物価・消費者物価指数の変化率の決定方程式の
パラメーター推定値

推定式l　　　　説　　明　　変　　数

の番号constant　少1 p2　　　≠2′

9-A0.1110

(4:Z冒(1冒霊20
(2霊)

重相関係数CR, R^
ダービン・ワトソン
＼比(a)

R-0.991京~=0.988
d =2.970

^0.094

(▲0. 645)

0.076

(0.314)

AO.020

(A0-107)

R=0.918　R-0.879

d =2.330

R-0.914京=0.887
d =2.237

i?-0.914　R=0.897

=2.256

の反応係数は小さい.こうした推定結果の解釈としては,これら反応係数

の大小が,産業別卸売物価の異なった変動/くターンを中和させる役目をに

ない7　*蝣W.の安定的推移をもたらしたものと考えられる. Pcの説明変数

としては,農林水産業,商業・サービス業といった昭和35年以降急激な上

昇傾向のみられた生産性上昇率の低い部門の価格指数が残った.この推定

結果は,消費者物価の上昇の根本原因をはっきり示す形になっている.

Ⅴ.宜金・物価変動パターンの変化について〔0

第Ⅲ節で指摘したように賃金・物価の変動過程は,昭和35年を境にして

その前と後では異なった変動/くタ-ソを示している.この変動/くターンの

変化を解明するた軽油こ,全観察期間を二分して,昭和29年から35年までと,

35年から42年までとの部分期間に分け,前節の採用式を用いて内生変数に

対する諸先決変数の寄与を計算すると,第4, 5, 6表のようになる.請

説明変数の内生変数に対する寄与分は,構造方程式の/くラメ-クー推定値

に,各期間におけるそれぞれの説明変数の変化率の平均値を乗じたもので

ある.表中, ▲印はマイナスを示す.

まず第4表からつぎの諸点が指摘される.

(a)各部門の賃金上昇率は, I期(昭和29-35年)からI期(昭和35-

42年)にかけて高ま・っている.観測値でみると, I期とI期の上昇率の差
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第4表　貨幣賃金の変化率とその構成要因.　　(単位: %)

内生変数の
変化率

当豊13.5

9.8

1;:.5.7

11.4
8.718.7

構　　　成　　　要　　　因

TOl,-1 W2 ,-1
'蝣- '</-.'''- -

(荏) I :昭和29-35年, Ⅱ :昭和35-42年, T :昭和29-42年・

は,ゐ1が¥.¥%, wiが2.&%,ゐ2′が5.4%,血3が5.6%である・すな

わち生産性上昇の遅い部門の賃金上昇率が生産性上昇の速い部門のそれよ

り高くなっている.この変化を説明する要因として,労働市場の逼迫によ

るものを‡期とI期のVの寄与分の差でみると,血1・については2.6%,

i'2については0.1%, vI2′については2.9%,血3については3.7%である.

与れらの寄与の差は,各部門の賃金変化率の叫こ対する反応係数の大きさ

の差異によって説明できる.中小企業,商業・サ←ビス業のI期からⅡ期

への賃金上昇加速化の原因は,こうした即の低下すなわち労働市場の逼迫

が主たるものであるが,他部門では少しばかり様相が異なる.すなわち鼻

林水産業では,労働市場の逼迫による中小企業の貸金上昇の加速が血1の

加速の主要な原因になっている.大企業では,消費者物価の上昇,したが

って労働組合による賃金上昇圧力が血2の加速化の主たる原因となってい

る_

(b)血2′一曲2は,観測値でみるとI期が-0.1%, n期が2.1%となっ

ており, I期からⅡ期にかけて中小企業と大企業の貸金格差が縮小してい

る.推定値を使ってこの要因を分解すると,殺到率の低下によるものは



9H引‥

2.2^であり,それ以外の要田によるものは0.9%である.したがって労働

市場の逼迫が両部門の貸金格差の縮小の大きな原因になっている.

賃金格差に関連して,低生産性上昇率部門間の労働移動を説明すると思

われる低生産性上昇率部門の相対賃金の動きに関しても,同様の計算をし

てみよう..まずwx-wi′は,観測値でみるとI期が-0.8%, n期が1.9

%となっており,農林水産業と中小企業の貸金格差もI期からⅡ期にかけ

て縮小している.このことは,いわゆる蔑村における過剰人口が,高度成

長下で都市に吸収されてゆき解消された結果,農村でも人手不足になりつ

つあることを暗示させる.また両部門の賃金格差の縮小は,農林水産業か

ら中小企業-の労働流入を減少させ,中小企業の人手不足を深刻にしてい

るものと思われる.つぎにiu2′ -w3　ほ,観測値でみるとI期が0.4%,

Ⅱ期が0.2%と貸金格差はあまり変化していない.したがって中小企業か

ら商業・サ-ビス業への労働移動の誘因は依然として存在しているといえ

よう.

つぎに第5表からは次の諸点が指摘される.

(e)各部門の価格指数の変化率のI期とI期の差は,観測値でみると

き1が2.6%, ≠2が0.2%, p壷′が2.1%, p3が2.8%である.すなわち各

部門の価格指数はすべてI期からI期にかけて上昇しているが,生産性上

昇の遅い部門の価格上昇率が生産性上昇の速い部門のそれより圧倒的に高

くなっている.各部門の価格上昇の加速化の原因を推定値により個別にみ

よう.

まずj・1に関しては,単位労働費用の増加が主たる原因である.これは

wlが昭和35年以降急速に増加したにもかかわらずqlの上昇が追いつけ

ずもたらされたものであるが,こうした単位労働費用の増大を価格上昇に

転嫁できたのは政府の農業政策,なかんずく農産物価格支持政策などによ

るものと思われる.つぎにj・2に関しては,説明変数はコスト指標だけで

あるが, ♪2、の上昇率の下落が硬直的になったのは,他部門の生産物価格

上昇にともなう原材料費の値上がりが主な原因になっている.こうしたコ

スト上昇を価格に転嫁できたのは,需要の顕著な伸びがあったからだと思
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あれるが,大企業の場合には先に指摘したように管理価格的な価格形成が

行なわれていると考えられるから,後者によって助長されたと考えること

ができる.カ2′, Piに関しては,、需給指標とコスト指標が,説明変数とな

っているので,価格上昇の加速がいずれの指標によるものかを詳細に検討

してみよう.まずj・2′に関しては, I期, II期ともに需給ギャップ指標

によって説明されるところが大であり,コスト的要因の説明力は小さい.

しかしI期からI期へかけての卓2′の加速原因に関しては,需給ギャップ

率gの寄与分の増加が0.4%であるのに対して,コスト指標としての(卓1

+p2+Pn,')と(紘,2'′-42′)との寄与分の和の増加は1.1%となっているこ

とからして,.コスト指標の説明力の方が高くなっている.こうした現象は,

通常よく言及されるコスト・プッシュ的な価格上昇債向の強まりとしてと

らえることも可能であろう.こうした現象は,商業・サービス業にもみら

れる.すなわち♪3に関しては,王期, Ⅱ期ともに需要側の指標としての

hの説明力が圧倒的に大きく,コスト指標としての単位労働費用の上昇率

(め-<?3)の説明力はきわめて小さい.しかしI期からⅡ期-かけてのh

の寄与分の増加が0.8%であるの'に対し,血,-43の寄与分の増大は1.6%

となっており;コスト・プッシュ的な価格上昇傾向の強まりがみられる.

このように低生産性上昇率部門ではどの部門でもコスト・プッシュ的な価

格上昇傾向が強まっていると考えられる.しかしその背景では需要の増大

を必らずともなっていることも注意すべきであろう.

つぎに第6表からは次の諸点が指摘される.

(d)卸売物価指数の上昇率の説明変数のうち,全期間を通じてはj・1の

寄与分が最も大きい.しかし部分期間にわけて考えると,かなり異なった

変動パターソが展開されている・すなわちI期でケま4,2の寄与分が大きい

のに対し, I期に入ると高生産性上昇率部門である大企業の価格上昇分の

説明力が減少する一方で,低生産性上昇率部門である農林水産業,中小企

業の価格上昇分の説明力が増している.とくに農林水産業の価格上昇分の

説明力が顕著に増大していることは注目に値しよう.このことが全期間を

通じてj・1の寄与分を最大にしていると考えられる.ところで卸売物価は,
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第6表　卸売物価・消費者物価指数の変化率とその構成要因

成 要

(単位:%)

変数仁一'つ観測値撫計値　constant Pi j・2′　　　　h

全観察期間を通じて安定的に推移しているが, 1期とⅡ期を比較すると卸

売物価の上昇率は,観測値でみると1.0%ほど増大している.こうしたPw

の上昇の加速化原因を推定値を使って調べると, Pi, P2′であることがわ

かる・これは上述の事情からして当然といえよう.

消費者物価指数の上昇率の説明変数としては, Pzの寄与分が圧倒的に

大きい・ I期からI期にかけての消費者物価の上昇率は,観測値でみると

3.5%も加速しているが,推計値からみるかぎりそのほとんどがカ。の加

速によるものである.

Pc-Pwは, 「期からI期にかけで観測値でみると2.<b%上昇して

いる・推定値を用いてこの原因を分解すると, ♪1の上昇によるものが0.4

%,それ以外の要因によるものが1.8%となっている.このことは, P3の

上昇が昭和35年以降のPcとPwの帝灘の増大の主要な原因になっている

ことを教えてくれている.

Ⅵ・賃金・物価変動パタ-ンの変化について[2〕

本節では,第Ⅳ節で採用された方程式体系を誘導型の方程式体系に変換

して,貸金・物価の変動′バク-ソについてさらに指摘することのできるい

くつかの論点について言及する.ところで誘導型方程式における先決変数

のパラメ-ターは,第7表に示されているようになる.

(I)第7表より,われわれのモデルはW¥, W2′,Pc　に関する3元1階
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の非同次連立種差方程式を形成していることがわかる・そこで　v, g, h,

Qi. 1z, 92′, 93, Pmといった外生変数がある一定の値をとると仮定して,

われわれのモデルが,血1,サ2′, Pcについて安定的な解を与えるか否かを

吟味してみよう.連立定差方程式の特性方程式の根を)とすると, Aは,

-1.057

-0.061　X -0.014　　-0.068

-0.002　　　-0.188　X -0.016

より, 0.′01, 0.278および-0.276の3実根として求められる・したがって

無限大の時間で考えるとき,机,ゐ2′, Pcは,外生変数の値に依存するあ

る一定水準に収束するといえる. Pcの安定性は,貸金・物価の相互依存

関係それ自体の中に,消費者物価指数を無限に高めていくメカニズムが存

在しないことを意味している.このことから南・小野両氏は,日本経済に
14)

は貸金・物価変動のいわゆる悪循環は存在しないとされる・しかしこの現

象は,あくまで時間を無限大にした場合の話であって,さしあたっての局

面においては,貸金・物価の悪循環により消費者物価が段々高められる可

能性が存在していると考えるべきであろう・無限大の時間で考えると普

Pcが一定値になるということは,そういった状況が無限に続いて超イン

フL'-ショソのような状態になることはないだろうということを教えてく

れているだけと思われる.

(g)内生変数の均衡水準(以下これを*印を付けて表わす)に対する外

生変数の寄与は,第7表において血1-サ1,-1,か2′-W2′,-l.P-c-Pc.-1と

仮定することによって検討することができる・この仮説的ケ-スにおける

外生変数のパラメータ-は第8表に,外生変数の寄与分は第9表にそれぞ

れ示してある.第9轟では競節の分析と同様に二つの部分期間に分けて計

算してあるので, I期からⅡ期-の均衡水準の変化が,どの外生変数に強

く依存工ているかを吟味することができる.

まず貸金変化率の均衡値についてみると,それのI期からI期にかけて

14) Cf.南亮進・小野旭「物価上昇の構造的分析」, 『経済評論』 (日本評論社),昭和

46年3月号.
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第8表　仮説的ケースにおける外生変数のパラメーター

外　　　　　生　　　　　変　　　　　数

<?1　　?2　　?2′ 93　　　Pm

て;蝣,*

zl>2

て;../*

ォ'3*

≠1*

p2*

42′*

≠3*

Pw*

Pc*

∴-:∴
▲2.101

83

01

56

66

'15

61

13

kO.092　Q..013

3】 AO.037

▲0.102

▲0.076

▲0.227

A.0. 013

L.0. 022　　0.015

61

^0.020

kO.OOS

0.011 ▲0.218

0.024

0.007

0.216

霊:呂鵠霊

k.0.063

▲0. 037

▲0.003

^0.085

▲0.079

0.212

0.014

0. 006

▲0.055

▲0.184

蓑j0.0

0.1

0.0

0.0

0.1;;
▲0.026　▲0.038　0.293

AO.024　▲0.156　▲0.011 0.185

k.0.350　0.011

0.221

0.oei

0.002

▲0.118

▲0.018

の変化に最も大きな影響を及ぼしているのはVの変化であることがわかる・

それに次いで影響の大きいのは¢2で,その他の外生変数の変化の貸金上

昇率に与えた効果は非常に小さい・

つぎに価格指数の変化率の均衡値についてみると,やはりVの変化がI

期からⅡ卿こかけての変化に最も大きな影響を与えていることがわかる・

しかしそれについで影響力の大きい要因は,内生変数によって異なる・

il*の場合には41の変化が,そしてi>2*の場合にはj・mの変化が,V

の変化につぐ変動要因になっている.ついでQ2,gの変化がb2串に影響

している.これに対してj・2′*万。*の場合には,それぞれの部門の需給ギ

ャップ指標g,kの変化がVの変化につぐ説明要因となっている・もとよ

・・!・予ト.Iォこ∴・'/・・</∴L.蝣蝣蝣・:.:蝣-."IL.-‥

きな影響を与えていることが認められるが,それ以上に需給ギャップ指標

の変化が価格指数の変化に影響力をもっていることは注目に値しよう・ま

たこれらの部門がともに低生産性上昇率部門であることも特記されるべき

事実と考えられる.

最後に,卸売物価・消費者物価指数の変化率の均衡値の変動要因につい

てみてみようp*p*
」w,」cともに,I期からⅢ期にかけての変化の要因と

しては,Vの変化が圧倒的に大きい.Pふ*の場合には,Vの変化に次ぐも
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のとして　g, 9i,カmのそれぞれの変化が同程度の説明力となっている.

またPc*の場合には, Vの変化に次ぐものは　h,g3,9iのそれぞれの変

化の順になっている.

以上の事実から, I期からII期にかけて,内生変数の均衡水準を最も大

きく変化させた要因は,経済全体としての労働需給バラソスの逼迫であっ

たとい.うことができる.このことはわが国の経済が昭和35年頃を境として

労働力過剰型経済から労働力不足型経済に転換したという事実に対応して

いるもめと思われる.

(h)第8表から明らかなように,各部門の生産性の上昇は,若干の例外

を除くとすべての部門の価格指数の上昇率を引き下げるように作用する.

これらの例外は, 42′の上昇がカ1*,カ。*を増大させ, 42の上昇が卓3*

を増大させているというものである.前者は, ・中小企業部門の生産性上昇

がwlの上昇に結びつくとき,農林水産業から中小企業-,また中小企業

から商業・サービス業-という労働移動に変化が生じて, wlおよびW3

が上昇することにより, ♪1,♪3が上昇するという事情を反映しているもの

と思われる. 42′の上昇がPc*の増大に結びついているのも,こうした

メカニズムの存在によるものと思われる.他方後者は, 42の上昇がゐ2の

増大に結びつくとき,賃金の高位平準化傾向により,中小企業の賃金上昇

率が増大する.血2′が上昇するとき,それは上記のように労働移動を通じ

て　W¥,血3を増大させ, ♪1,カ3を増大させることになる.しかし42の

上昇は少2を下落させカ1をスロー・ダウンさせる作用をもっている.こ

の結果, 42の上昇は♪3*だけを増大させ, ♪1*を下落させる方向に作用

しているものと思われる.

(i)第8表において　pc*の決定方程式はつぎのとおりである.

P,*-6.496-1.139d-0.046^+0.176^-0.079gi

-0.018g2+0.041g2'-0.285q3 +0.061>M

これからわかるように　Pe*　とVとの間には,いわゆるtrade-o:任の関係

がある.上武によれば, Vの低下によるpc*-の上昇は　g,4i,?2,4zの

増加か　h,pnの低下のみによって相殺できる.これらのうち> 8.1l,12,
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j・mの係数は小さく　pc*への影響力は弱い.これに対L h,4sの係数

はかなり大きい. kに関、しては,サ-ビス経済化の進展にともない今後ま

すます増大すると思われるので,これに対処するためにも,流通部門の近

代化をおし進めて¢3を大幅に増加させる必要があろう.

Ⅶ.む　　す　　び

日本経済の高度成長が賃金・物価の変動/くタ-ソにいかなる影響を与え

たかを,産業別ないし部門別の労働市場や生産物市場における構造変化が

把超しうるようなモデルを提示して,実証的に検討してきた.推定結果の

解釈と推定結果による検討は,各節で試みたので,ここでは残されたいく

つかの問題について簡単に述べてみたい.

まず推計方法に関してであるが,本稿では,モデルの推定に必要な諸変

数のデータとして年次データしかえられなかったので,データ数が少ない

ということを考慮して観察期間の全期間のデ-タに最小二乗法を適用して

パラメーターを推定した.もし四半期別のデ-タがえられれば,観察期間

をいくつかの部分期間に分け,それぞれの期間についてパラメータ-を推

定し,その推計値の変化から,物価・貸金変動の要因に関するより詳細な

分析が可能となろう.

つぎにわれわれのモデル分析の問題点について言及する.

第一に,本稿では価格変動に重要な影響力を及ぼしているとみられる制

度的要因の存在についての考慮が不十分であるように思われる.というの

は,生産者ならびに流通業者を保護する政策として再販制度や価格支持政

策がとられており,これらの制度的要因は,カルテルや寡占化にともなう

管理価格と同様に,市場の溌争力を弱める働きをなしているからである.

こうした要因は,コスト上昇圧力と結びついて,価格の下方硬直性といっ

た傾向を醸成していると思われる.しかしわれわれのモデルでは,これら

の諸要因は部分的にしか考慮されていない.したがって物価問題により多

面的に接近するためには,構造的接近にこれらの諸要因を組み入れて考え

る必要があろう.
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第二に,われわれは政府の政策を反映した需要構造の変動にともなって

生じるインフレを考慮しうるように,産業・部門別の需給ギャップ指数を

考えた・しかし最近日本で問題になっている従来の輸出・投資主導型の経

済運営から公共財や社会保障の充実をより重視する財政主導型の経済運営
15)

への転換にともなう需要シフトによって生じる貸金・物価変動をも考慮し

うるようにするためたは,われわれの産業・部門分類をもっと細かくする

必要があろう_

第三に,われわれのモデルでは,インフレ要因を必要最小限の貸金・物

価変動方程式から明らかにしようとしたために;失業率,生産物需給状況

といった経済の数量面にとって重要な変数が外生変数とされているが,価

格体系と数量体系の相互依存関係を考慮するとき,これらの外生変数をな

るべく内生化することが望ましい.したがってそのためには,われわれの

モデルをマクロ・モデルと連結させて考える必要があろう.

最後に,国際的にイソフレが進行し,輸入インフレが問題になっている

今日,輸入物即旨数の取扱い正は注意を要しよう.輸入インフレの実態を

明らかにするためには,国際的なインフレの波及過程を明らかにする必要

があるが,そのためには関連諸国のイソフレ・モデルを統合し,関連諸国

の製品の取引関係を考慮したモ・デルを作る必要があろう.

これらの問題に関しては,今後に残された課題としたい.

15)こうした日本経済の需要シフトにともなう賃金・物価変動の可能性について論じ

たものとしてつぎのものが参考になる.物価・所得・生産性委員会『現代インフレ

と所得政策』,経済企画協会,昭年47年, pp. 109-111およびpp. 195-198.塩野谷

祐一「需要シフト・インフレ」 (建元正弘・渡部経彦編『現代の経済学』 〔5巻〕,

日本経済新聞社;昭和47年).




